政策ニュースレター第26号
社会保障審議会少子化対策特別部会・保育第2専門委員会（第6回）報告

日時：2009年11月24日（火）10:00～11:30
場所：中央合同庁舎第4号館共用108会議室
出席者： ＜委員＞ 岩淵・東北福祉大学教授（委員長）、篠原・連合生活福祉局長、安藤・資生堂人事部ダイバーシティ推進グループ、坂崎・日本保育協会保育問題検討委員会委員長、庄司・立教大学教授、須貝・宮城県子育て支援室長、菅原・全国私立保育園連盟常務理事、西田・全国保育協議会副会長、山口・(株)JPホールディングズ代表取締役　　＜事務局＞伊岐・雇用均等児童家庭局長、香取審議官、今里保育課長、田河総務課長、朝川少子化対策企画室長
議題： これまでの議論整理

　前回（11/17）に引き続き、少子化対策特別部会に報告するための議論整理をおこなった。「多様な主体によるサービスの提供を促進するためには、規制を緩和するべき」という株式会社側と、保育の質を担保するためには緩和するべきではないとする他の委員との意見の対立構造は解消されないままであった。
　篠原委員は、「良質な保育サービスを提供したいと考える事業者の参入を妨げてきた不必要な規制については見直していくべきであるが、一方で社会的規制は一層強化するべき」との立場で、「市町村が権限を持って、迅速に利用者と保育所の契約に関与できるしくみとしていくべき」、「サービス提供に対して市町村が負担する費用のうち一定割合が適切に人件費に充当されることを保障する仕組みが必要である」と主張。それに対して、山口委員は、市町村関与については「休日保育事業をしたいと申請したら、市が『他の事業者がしていないから』との理由で『やめてくれ』と言われた。このように、市町村関与を維持・強化するのは危険だ」、人件費については「労働条件という点では何も目先の賃金だけではない、福利厚生や安定した雇用を保障することも保育士の労働環境改善になる」と反論した。
　また、山口委員は「東京都の認証（認可外）保育は半数以上株式会社の経営である。使途制限を強制するのであれば、運営がなりたたない」、「課税対象の保育運営費の剰余金になぜ使途制限をかける必要があるのか」、「入り口でフィルターをかければどんな事業者が参入してきても問題ない」などという理由で、運営費の使途制限を撤廃し、株主への配当に充当することを認めるべきと主張。安藤委員も、同様の論理から、「量的拡大がすすまないのは株式会社の参入が促進されていないから」と意見した。
　これに対して、「国民の感情として、利潤がでれば子どもに還元するべきだ。余剰金をインセンティブとして参入を促進することが国民の利益になるかは疑問」（庄司委員）、「インセンティブの議論以前に、福祉の理念をまもるべき。余剰金は利潤ではない、職員の賃金向上などにあてるべき」（菅原委員）、」「社会福祉法人を立ち上げる株式会社から、『すべての職員を派遣にしていいか』との問い合わせがあった」（須貝委員）、「運営費は子どもに充てられる費用として積算されている。配当への充当は認められない」（西田委員）と、運営費使途制限の撤廃、株主配当への充当については反対の意見があった。
　香取審議官は、これらの意見を受けて、「制度とファイナンスは分けて議論するべき。サービス主体の規制とは別に、多様な主体の参入を前提に共通ルールを考えていただきたい」と発言した。
　第2専門委員会の議論は12月9日の少子化対策部会に報告されるが、報告の内容については岩淵委員長に一任された。次回開催は未定。
